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神戸層群における 地 す べ り に 関 す る 研 究

第 6報 神戸市Z地区における地すべり防止 c.1. P.クイ

の長期挙動とクイを合む斜面の安定解析

石田陽博*・尾崎叡司*・東良敬博ホ

(昭和58年8月10日受理)

STUDIES ON LANDSLIDES IN KOBE GROUP 

Part 6. On the Long-Dated Behavior of Cast-In-Place (C. 1. P.) Concrete 

Piles for the Prevention of Landslides and Stability Analysis of 

Slope Including Piles at the Field of Z叫 Section，Kδbe City 

Yohaku ISHIDA， Eiji OZAKI and Takahiro HIGASHIRA 

Abstract 

This paper deals with the results of the continuous measurement on the behavior of C.1. P. concrete 

piles placed in the slopes for four years at Z由 sectionin Kobe group of the tertiary system and the results 

of analyses for stability of the slopes includ.ing the piles. 

The results obtained were as follows: 

1) Delayed irregularly with rainfall， the changes in groundwater level were from higher (0.5 meters) to 

lower (2.5 meters) in underground. 

2) ln the upper parts of piles in a line， changes in the stresses were small， in the lower parts， became 

larger after the second year and tended to be influenced by changes in groundwater level. 

3) Any pile was not destroyed for four years. Hence， piles were eX'pected to have durability. 
4) ln the piles in a line， the distribution of bending moments showed similar damping waves. 

5) ln the intermediate piles the distribution of bending moments showed similar damping waves but at 

1.5 meters depth from the top of piles showed relatively large values. 

6) Though piles were close to next piles， the behavior showed delicate differences. 

7) The C. 1. P. concrete pile method in situ did not give necessary safety factors for slopes and piles. 

8) For safety factors， it was necessary to intensity piles by increasing section area and reforming the 

quality of piles. 

9) For the safety factor of slope 1.2， it was necessary to increase the number of pi1e lines into 7 to 8 

lines. 

1 .緒雷

同83年4月22日神戸市北区KH地区において地すべり

災害が発生し，数棟の家展を含む農地斜面が壊滅的な被

害を受け，これが各報道機関iとより公表されたため社会

に控目されど〉乙の地すべりは，神戸届群における鹿地

地すべりとしては大規模であり，移動斜面の中腹に数段

の降起・陥没現象が認められ，すべり面の縦断勾配が多

*土地利用工学研究室

段型である乙とが推定できた。筆者は災害発生後の経過

を約3週間毎日観察し，土塊の移動現象が3日後より鎮

静化の傾向にある ζとを認めた。しかし地表及び地下水

の供給等Kより斜面条件が変化すると二次災害の発生も

考えられ，地区内居住者の住居放棄・避難はやむを得な

い乙とであった。 ζの地区は災害発生まで地すべり等防

止法の指定地外であり，筆者らの第 1報表-1 ~r.は記載

していないが，間関一 1分布地図とm，地区別地質項i乙
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は記載しており，地すべり発生の可能性をもっていた所

である?

筆者らは，前述の地区を含む兵庫県南部の第三紀中新

世「神戸層群J地質域に多くの地すべりが発生して'農地

に大きな災害を与え3.i必然的に土地利用区分が細かくな
4ト-7】

り，なお再移動の危険性を有していると£ 及びとの地

域で採用されているクイ打工法の中 C.I.P.クイ

に水平載荷試験を実施し クイの挙動を前報までで明ら

かにしfこ?ω
本報は，実地施工された地すべり防止 C.I.P. 

クイの長期挙動を明らかにする目的で C.I.P.ク

イの挙動を約4年間原則として毎週 l回継続測定した結

果を述べ，さらに C.I.P.クイ列を含む斜面の安

定解析をした結果を述べる。

n.試験材料・試験方法

地すべり等防止法による地すべり防止指定地区のーで

ある神戸市北区Z地区において， C.I.P.クイ施工

斜面を試験地とした。試験地の地すべりは，常時の土塊

移動速度が緩慢で，すべり面の深度も比較的浅いもので

ある。地質は第 3図に図示したように粘土層が厚くその

下層は砂岩・泥岩の互層より成り，地下水位面は浅い。

第 1図に Z地区 C.I.P.クイ施工平面図を示し

た。 C.I.P.クイは 5列に施工されたが，施工の都

合により斜面上方より 3列目の列クイ中，<::①及び@の試

験クイと列クイ中間後方に①'及び@'の試験クイを設

置した。

第 2図に施工斜面の縦断面図を示した。斜面の平均勾

配はそれぞれ70 22 I 及び 80 33 I で緩やかである。

4本のクイには第 1表及び第 2表に示すように，水平

載荷試験lと供用したものと同型のカーノレソン型鉄筋計

RF-16Cまたはカールソン型ヒズミ計 CS-10D 

を取り付けた。さらに試験クイ前面地中にカールソン型

士圧計 CE-2P及びカールソン型間ゲキ水圧計

CP-2Hを埋設した。地下水位の変化を知るため測

点①の近くに深さ 7mの観測井を設け，標準雨量計を併

置した。第3図K計器配置要領を図示した。測定は毎週

1回を原則とし，測点①及び②にそれぞれ 12点スイッ

チボックスを設置し， CM-4 F指示計によって 4年

間継続測定した。 C.I.P.クイの地中養生期間を考

慮して，施工後 91日経過した週の測定値を基準値とし

Tこ。

設備・施工・土地の都合により継続測定試験の方が，

水平載荷試験より先行したが，継続測定値の解析には水

平載荷試験の測定結果を用いた。

斜面の安定問題は，斜面の断面形状・地下水位・クイ

列数・クイの力学定数・土塊の強度定数等がきまると，

演算の繰り返しにより解析されるが，従来面倒がられて

いた演算である。本報では分割法によって解析する乙と

とし，日本電気製パーソナ Jレコンビュータ NEC--P 

C-8801， ミニフロッピーテずスクユニット PC--8031 --

2W，高速シリアルドットプリンターPC--8023 --C 

と渡辺測器製インテリジェントプロッタ(マルチペンマ

イプロット WX4675) を組合せ， BASIC による

プログラムを作成して使用した。

班.試験結果と考察

1 )継続測定値

4年間の継続測定値を第4図~第11図に示した。各図

は各測点における約1年間毎の継続測定値を示している。

測点 lにおいては年目のクイ応力の変動は微小で

あったが，クイ打設8ヶ月後の10月初旬①及び①'両ク

イの6m深に微量の変動が認められた。微量ではあるが，

中間クイが載荷状態iとなり，列クイの間隔が適当でない

乙とを示した。列クイ①の 6m深応力は地下水位の上昇

時に増加している。 5.5m 深の土圧も地下水位の影響を

受けているが，乙の深さの土庄は正負両域lζ変動してお

り，埋設計器が安定化していない乙とも考えられ，間ゲ

キ水圧計とともに測定結果の判定が困難であった。地下

水位は，不規則ではあるが，降雨量と時間遅れを伴い変

動を示した期間が認められた。(第4図)

2年目の列クイ①応力は 1年目より若干増加し，載荷

重の変動を示した。特に 6.1m 深応力は地下水位上昇

期に増加する傾向が数期認められた。逆に中間クイ①'

応力は減少した。 3m深土圧は前年同様に小さな変動の

繰り返しを示した。 5.5m 深土圧は負領域から脱し正領

域で小変動を示した。地下水位は降雨量の影響を受けて

0.5-2.5 m の領域で上昇・下降の変動を示した。(第

5図)

3年目の列クイ①応力は 3.6 m 深まで小さい値を示

したが， 6.1 m 深では 2年目の 2倍以上の値を示し 6

月下旬・ 10月下旬・ 4月上旬の 3期には地下水位の上昇

iとともなって増加した。中間クイ①'の応力は 2年目よ

りやや大きい値を示した。土庄測定値は 01<::近い値を示

した。地下水位は前年同様の領域で降雨量と時間遅れを

生じながら変動する傾向を示した。(第6図)

4年目の列クイ①応力は 6.1 m 深で2年目の 3倍近

い値を示し，地下水位の影響を受けて変動したが，地下
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第}表計器埋設表 1
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第 5図継続測定値 (2-1-2)

水位が安定化すると応力も小さくなった。中間クイ①'

の応力は 3年目と間程度であった。土庄は大きな変化を

示さなかった。地下水位は長期間降雨がない場合1.2-

1.4 m の領域で安定化することを示した。(第7図)

損IJ点 2においては年目のクイ応力の変動は列クイ

@及び中間クイ@'とも微小であった。(第8図〉

2年目のクイ応力も，列クイ⑥の 5.91m 探を除き，

中間クイ@'も含め年目向様に微小であった。列ク

イ@の 5.91m 探応力変動撤は列クイ①の 6.10m 深応

力変動置より小さい備を示した。(第9図)
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第7図継続測定値 (2-1-4)

調IJ点2における 3年目の測定値の中， 8月下旬から12

月中旬に至る期間のものは各測定値の変動形態が類似し

た特別の現象を示した。乙の期間の顕著な降雨は 9月初

旬のものだけであり，特別な現象の原因とは考えられな

い。したがってとの現象の原因を明確には指摘できなし、。

しかし測点 1における乙の期間の地下水位変動と対応さ

せると若干ながら類似の変動形態が推定できる。測定値

は12月中旬以後安定化し，翌年5月初旬まで平穏な状態

にある乙とを示した。(第10図)

4年目の測定値は 3年目より変動量が減少した。列ク
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継続測定値 (Z-2-2)

の列クイ間踊は適当でないζ と 及びいずれのクイも破

壊には至っていないζ とが認められた。

2)年次別・クイ別・応力・曲げモーメン卜

前報
l
払試験結果を適用して，基準日より 1年経過毎

のクイ応力と曲げモーメントを求め，クイ別に第12図~

第15図iζ図示した。また期間中に列クイ①の測定値が最

大値を示した時の応力・曲げモーメントも同図中に図示

第 9図

イ②の上部2計器と中間クイの 3計器は測定値が負領域

に変っている。(第11図)

Z地区における実地施工 C. 1. P. クイの 4年聞

にわたるヒズミ・応力継続測定結果より，列クイ深部

( 6m付近)の応力変動は地下水位変動に影響を受けて

いる乙と，ダ'Jクイ応力が年々増加するものとしないもの

がある乙と，中間クイにも応力が働いており従って 3m
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推定できる。 6m深3年目の 2応力は 1，400kg/ cm2 

を越え大きいが.4年目には著しく減少し復元状態を

示した。 1年目と 3年目の測定値は正領域にあるが，他

は正負領域にある。試験クイはクイ長が 8.5m で短か

く，計器の縦方向配置間隔が長いため，測定深度に対応

する算定債を線示すると図のようになる。応力値が変動

しているので曲げモーメント分布図ではその大きさを省
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推定

同一分布

/ 

推定

M一分布

略したが，岩によるクイ岡定点付近を最大値とし，正負

両域にわたる減衰波状分痛を示す乙とが推定できた。

(第12図)

中間クイ①'の応力・曲げモーメントは列クイωとは

異った状態を示した。すなわち乙のクイでは l年目の応

力状態と 2年目以後の応力状態が逆転した様相を示した。

3m深の応力変動は列クイ①K比較して大きく，中間応

力が正領域にあり，深部応力が負領域にあって，中間部

より下の応力が列クイ①と逆の状態を示した。従って曲

げモーメン卜も上部と下部で大きい値となり，曲げモー

メント分布も列クイφとは異った波形となる ζ とが推定

できた。乙のように中間クイに応力が生じている乙とは，

列クイの間輔が過大であるため，列クイだけでは地すべ

りによる土圧を支持できず，列クイの聞を抜けて中間ク

イにまで地すべり土庄が作用している乙とを証明してい

る。(第13図)
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第15図 No. 2 クイの応力・曲げモーメント

列クイ@の応力及び曲げモーメントは列クイ①に類似

した傾向を示した。中間部より上部の年次変化は小さく，

4年目のものを除き概略正領域にある。下部の応力・曲

げモーメントは 2年目以後増加した。 4年目の中間部よ

り上部の応力は負領域に入り，従って曲げモーメントの

分布は列クイ①のものに類似した波形である乙とが推定

できた。(第14図)

中間クイ@'の応力変化は①'と逆で，くの字型の分

推定

M 一分布

推 定

M ~}1'1i 

¥ 

一一一②iY.8.27

布を示し，クイ長に対応する曲げモーメント分布も正負

領域が①'と逆の波形を示すものと考えられた。(第15図)

列クイと中間クイの直線距離は僅かに 2mで近接して

いるのに拘らず，その応力変化には差異が認められた。

中間クイの曲げモーメント分布は減衰波形に類似するが，

クイ]貰より1.5m 付近が比較的大であった。

列クイ①と②の直線距離も12m1[.過ぎないが，その応

力変化には微妙な差異が認められた。乙のように試験ク
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第 3表 クイ施工前後の安全率 (2地区)

施 工 後 の 安 全 率
断 土 の 強 度 施工前

(仮定) 斜 面
深 度

ク イ 斜面

安全率
22 

面 C 1/ rrf o 0 Fs (m) 
曲げモーメント明断P

2

力 (クイ 4列) I 

F s P， Fs Fss
十

6.0 
D 

0.034 2.61 2 1. 1 1 8 

0.55 6.5 0.979 
1 1 5.5 0.046 3.556 1. 1 1 7 

D 1 1 1 4.0 0.145 11.994 1.117 
1 V 3. 5 0.241 1 7.277 1. 1 1 7 

1 
6.0 0.034 2.404 1.091 

0.40 8.0 0.953 
1 1 5.5 0.046 3.252 1.090 
1 1 1 4.0 0.147 9.486 1.090 
1 V 3.5 0.248 14.395 1.090 

6.0 0.033 2.31 3 1.120 

0.35 9. 0 0.981 
1 1 5.5 0.045 3.122 1.119 
1 1 1 4.0 0.147 8.940 1. 1 1 8 
IV 3.5 0.248 1 3.440 1. 1 1 9 

E 
5. 0 0.065 5.102 1. 1 1 8 

0.55 6.0 0.993 
1 1 5. 5 0.046 3.607 1. 1 1 8 

E 1 1 1 5.0 0.065 5.102 1. 1 1 6 
IV 2.5 0.998 76.637 1. 1 1 7 

5.0 0.065 4.621 1.095 

0.40 7.5 0.970 
1 1 5.5 0.046 3.294 1.095 
1 1 1 5.0 0.065 4.621 1.093 
IV 2.5 1. 0 5 1 51.975 1.094 

5.0 0.065 4.480 1.087 

0.35 8.0 0.962 
1 1 5.5 0.046 3.206 1.087 
1 1 1 5.0 0.065 4.480 1.085 
IV 2.5 1.073 46.940 1.086 

クイ径D: 300 rnm，クイ長L:8.5 rn，間隔D2:3 rn 

イが近接していても，その挙動に差異が表われる原因と

して，僅かに離れた地中における微妙な土質の差・クイ

lζ対する土庄作用点が一点でない乙と，土圧作用点深さ

が個々のクイ lとより異なる乙と及び前報11bようなクイ

個々の条件差等が考えられる。

N.斜面の安定解析

1)クイ施工前の斜面安全率

地すべりのすべり機構は地下の地質構造K影響される。

すべり面は地質構造iζ応じて種々の形態をとる:九のと

とは緒言で述べた例にも表われているo しかし，解析に

おいては，円弧すべり面と平面すべり面を適当に組合わ

せた捜合すべり面で代表させる ζ とができる。当地区で

は第 2図の断面 D-D，日一日においてボーリング

結果を参考に破線で示す複合すべり面を推定した。

推定したすべり面について，分割法iとより 14)クイ施工

前の斜面安全率 (Fs)を求めた。現地の状況に応じ，

断面 D-Dを 43 ブロック IC，断面 E-Eを52

ブロック lζ分割した。

一般にすべりつつある斜面の安全率はほとんど 1K等

しい?安全率が 0.95になると粘性土斜面では急速な移

動が起乙る。結果として 0.96とlの聞の値が論議され

ている。対策工施工前の斜面安全率は lより小さい値

(危険側)を仮定するのが安全である故，当地区におい

ても 0.95<Fs<1と推定した。

斜面安全率の算定に必要な条件として

地下水面:地表面下1.5rn，士の単位体積重量:1.7 

t/rn3 とし，土の強度を近接資d年より，
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粘着力 C= 0.2 -0.8 t/ m2の範囲で 0.05 毎に

内部摩擦角 φ=2-9
0

の範聞で 0.50毎1<::. 195条件

について計算した。

パソコンによる計算量は相当に多かったが，その中よ

り上記推定値範囲のものとして，第 3表lζ示す総果を得

fこ。

2 )クイ施工後のクイ及び斜面の安全率

抑止クイ lζ作用する横方向力 P(Z)は，モール・

クーロンの破壊基準を満足する塑性状態がクイ上面とク

イ間平行にのみ起こると仮定して2本のクイ聞の土挙動

を塑性変形理論に基づき解析した伊藤氏等の次式を用い

るL6)

p(Z) = CD1 (一旦)(Nφまtano+Nφー 1)ト 1
Nゆtanct

{expA11Nゆtanotan (乙よ))-2NOt tanct-l} 
け -8 4 

-1 
2tano+2N63+NeE 、 2tanゆ+2NOz+Nゅ3

11-C{D1E  
NOすtanゆ+NOー1 〆 - NOf tanゆ+Nゅー1

-2D2Nφ-t}+ ~_Z {D1(~1 )(No+tano十NOー1)
“ Nゅ D2

D，-D:、 πA
exp (ー」τ.....;:Nφtano tan (一一+ー))ーD2} (1) 

け -r ----， -8 4 

乙乙で Nφtan 2 (三十土)
4 2 

D1 :列クイの中心間距離 m

D2 :クイ間距離 m

C=粘着力 t/m2 

ゆz 内部摩擦角

T 土の単位体積重量 t/m3

Z=クイ頭からの任意の深さ m

(1)式を土層の深さに沿って積分すると，塑性変形土

層のためクイに生ずる全横方向力 Pが得られる。

施工された C.1.Pクイ(クイ頭自由・一端閲定)

の条件に適応した実用的な Y.L. Changの方法を

用いてクイの安定を解析し必)

a) すべり面上部の最大曲げモーメント Mlmaxと最

大せん断力 81maxは次式のようになる。
d~Y1 

C M 1 max).".. _ = -E p 1 p Cー士一〕 ー 2Eplpa2 (2) 
u 瞳 o -- -'d Z2 ~ Z = 0 

d 3 Y1 
CS1max):;-_n = -Eplp Cー士一);;-_n=-6Eplpa3 (3) ---dZ3 'Z圃 O

b)すベり面下部の最大曲げモーメン卜 M2maxはせ

ん断力が0となる深さ Z2において生じる。

(sJー-Eplp (宅〕一一 o =Z 2 --， d乙3' Z -Z 2 
(4) 

乙のとき

従って

.A-B 
Z?エーー tan-1一一一一一

“ 13 A+ B 

3ー(M2max)γ-E山「一千Jz圃五=Z2 -. -d Zi. 

= -2 Eplp f32eイZ2(Asinf3Z2-Bcosf3Z2) (5) 

また最大せん断力 82maxは，タワミ角が 0となる深さ

Z3において生じる。

乙のとき 1 1 A-B 
Z3=~tan-l(一一一一)

13 A+B 

従って

(S2 ma x)一一-Eplp (立?)τ一Za --'dZ3 ' Z-Z3 

= -2 Eplp f33e-/lZ3 {( A + B) cosf3 Z3一(A -B )s i n 13 Z 3 } 

(6) 

乙乙で上式中の定数は次式より求める。

H 
ao=A lr)D T D~ {3(2+f3H')fl-I1( 3十 2f3H')f2}

12 Eplp f3J 

-H' 
a 1 = 1 r) D _ L D2 {6 ( 1 + 13 H') f I -H' ( 3 + 413 H') f 2 } 

12 Eplp f3z 

( H')2 
a2 一一一一一(3fl-2H'f2) 

12 Ep lp 

a3 Hー(2f1-H' f2 ) 
12Eplp 

一(H')2 
B= け(3 f 1 - 2 H' f 2 ) 

12 Ep lpβZ 

ただし β= (EsI 4 Eplp)士

f 1. f2は(1)式を P(Z) = f 1 + f2Zとおいたとき

の定数 H'はクイ頭からすべり面までの深さとする。

一般にクイの曲げモーメントに対する安全率はせん断

力に対する安全率よりも相当に小さい ζ とが報告されて

いる?また土のスチフネスはクイのそれより大きい。従っ

てクイの安全率 Fspileは曲げモーメントについての

み考慮すれば充分であるが，クイのせん断破壊が起乙る

場合も考慮して安全率を求めた。

曲げモーメントに対して

FSPl =aal¥owl amax 

乙乙で aallow 許容曲げ応力Ct/m2) 

。max 最大曲げ応力 (t/m2)

また σmax =( Mlmax or M2max)/ Z 

乙乙で Z=断面係数 (m3)πd3/32

せん断力に対して

FSP2 = 'allow / 'max 

(7) 

(8) 

( 9 ) 
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第4表 クイ列数と斜面安全率 (z地区)

断
施斜安F工全s前面率

諸君ヂ
面 C t/ nf ¢ o 

D 

D 0.979 0.55 
1 1 

6.5 
1 1 1 
IV 

0.953 0.40 8.0 
1 1 
1 1 1 
IV 

0.981 0.35 9. 0 
1 1 
1 1 1 
IV 

E 

1 1 E 0.993 0.55 6.0 
1 1 1 
IV 

0.40 7. 5 
1 1 

0.970 
1 1 1 
IV 

U. 962 8.0 
1 1 
1 1 1 
IV 

乙乙で t'allow 許容せん断応力 (t/m2) 

t'max 最大せん断応、力 (t/m2)

また t'max=(Slmax or S2max)/Ap (10) 

ζ 乙で Ap 断面積 (m2)

式 (2)-(10)において，一般的なC.I.P. クイの績

として，弾性係数 Ep= 220，000 kg / cm2 ，許容曲げ

応力 OalJow=36 kg/cm2許応せん断応力 t'lllow口 30kg
/cm2 を用いたナ-10)1ω 

斜面の安全率 Fssは，すべりを起乙そうとする力 Fdと

すべりに抵抗しようとする力 Fr により表わされるO

Fss=(Frs+FrP)/Fd (11) 

乙乙で Frs， F d 分割法iとより得られる値 (t/m)

FrP:クイ Kより付加される抑止力

また Frp = A 0 t'allow • COS a/ D1 (12) 

乙乙で A:クイの断面積 (m2)

Dl :クイの中心間距離 (m)

α:クイ施工位置のすべり面角度(0 ) 

ク イ ヂIJ の 数

5 6 7 8 

1.152 1.187 1.222 1.256 
1.152 1.186 1. 22 1 1.255 
1.151 1.185 1. 2 20 1. 254 
1.151 1.186 1.220 1.254 

1.126 1.160 1. 1 95 1. 230 
1.125 1.159 1.194 1.228 
1.124 1.159 1.193 1.227 
1.125 1.159 1.193 1.228 

1.154 1.189 1.224 1. 258 
1. 153 1.188 1.222 1. 257 
1.153 1.187 1. 221 1. 256 
1.153 1.187 1. 2 2 2 1. 256 

1.149 1. 1 8 1 1.212 1. 244 
1.149 1.180 1. 2 1 2 1. 243 
1.147 1.178 1.209 1. 240 
1.148 1.179 1.210 1. 242 

1. 1 26 1.158 1.189 1.220 
1.126 1.157 1.188 1. 220 
1.124 1.155 1.186 1. 2 1 7 
1. 125 1.156 1.187 1. 2 1 8 

1. 1 1 9 1.150 1.182 1. 2 1 3 
1. 1 18 1.150 1.181 1. 212 
1. 116 1.147 1.178 1.209 
1. 1 1 8 1.149 1.180 1. 2 1 1 

以上の解析方法に従って計算し， D-D， E-E両断面

の各3条件について第3表に示す結果を得た。ただし最

上部のクイは除外し，斜面上部より順Ir.，クイ番号 1-

町を付した。(第2図)

クイ施工後の斜面安全率 Fssは当然の結果として

一応改善されているが，両断面ともまだ十分ではな ~\o

土の合水量・地下水位・切盛士・載荷等の斜面条件の僅

かな変化で二次滑動の危険性を含んでいる。

クイの安全率は，せん断力に対して大きくせん断破壊

は起乙らないものと考えられた。しかし曲げモーメント

に関してはかなり小さく破壊に至る乙とも十分考えられ

た。前節皿で得た結果と安定解析の結果を併せ考察する

と，クイ列補強の方法としてクイ間隔を現状より小さく

することはクイを危険側へ導き良策とはし、えなL、。従っ

て，クイ断面の増加，クイ材質の改良・強化やクイ列増

加等の補強策をとる必要がある。
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3 )斜面安定のためのクイ設計 上 P.クイ列を 7-8列に増加させる必要がある。

前項の解析結果は，現地の C.I. P.クイ工法が

F S P i I e， Fs S I ope両者とも所要安全率を得ていないこ

とを示した。しかし現地におけるクイの 4年間継続測定

結果はいずれのクイも破壊に至っていない乙とを示した。

従って現況のクイ仕様で一応安全であると仮定し，所要

の斜面安全率1.2を得るためのクイ設計を検討した。

クイ安全率を現況以下に低下させないため，クイ間隔

を現況の 3mとし，クイ列を増して(11)， (12)式の斜

面安全率 FrSlope が1.2を乙えるまで，クイによ

り付加される抑止力 Frpを増加させる。乙の結果を

第4表に示した。

クイ施工前の斜面安全率を第 3表のように 0.96-1 

と仮定すれば， D-D， E-E両断面とも，土の強度

C，φの影響を受けながら， 7-8列で斜面安全率が所

要値に達する。乙乙で列間隔は 現地斜面の状況を考慮

しできるだけ等間隔として 土圧を均等分配する必要が

ある。または現況4JIJを8列にする場合，現クイ列の上

か下側lζ3m離した複数列千鳥打工やクイ頭拘束工を施

工すると，斜面安全率の向上が得られる。

V 摘要

第三紀層神戸層群域の神戸市Z地区において，地すべ

り斜面に施工された C.I. P.クイの挙動を 4年間

継続測定し，さらにクイを含む斜面の安定を解析して次

の結果を得た。

1) 地下水位は，降雨時との不規則な時間遅れを生じ

ながら，地表面下 0.5-2.5m の領域で上昇・下降の変

動を示した。

2) 列クイの上部における応力変動は小であった。列

クイの下部における応力変動は 2年目以後大きくなり，

その変動は地下水位変動に影響される傾向を示した。

3) 4年間いずれのクイも破壊には至らなかった。従っ

てクイの耐久性は期待できる。

4) 列クイの曲げモーメントは類似の減嚢波分布を示

しfこ。

5) 中間クイの曲げモーメント分布は減衰波形に類似

するが，クイ頂より 1.5m 付近が比較的大であった。

6) クイ聞の距離が小さく近接していても，クイ挙動

には微妙な差異が認められた。

7) 現地の C.1. P.クイ工法では，斜面とクイ

の安全率は，所要値lζ達していなかった。

8) 所要のクイ安全率を得るためには，断面積増加や

材質改良により，クイを強化する必要がある。

9 ) 所要の斜面安全率1.2を得るためには， C. 

追記:以上の結果を適用して，試験地Z地区の抑止工

は翌年度補強された。

本研究のまとめに当り， 1983年度土地利用工学研究

室専攻生諸君に協力を得た。記して謝意を表わす。
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